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研究成果の概要（和文）：　本研究では、学会発表3件及び雑誌論文2件が掲載された。1件目の論文では、水俣
地域の農山漁村の豊かな自然環境が活かされてきた重点的な施策（主要プロジェクト）による3つの取組みを、
地域創生に向けて成熟させていくために必要と考えられる各自治体の政策について考察した。2件目の論文で
は、水俣エコタウン事業による取組みを、地域創生に向けて成熟させていくために必要と考えられる水俣市の政
策について考察した。

研究成果の概要（英文）：　In this research, 3 conference presentations and 2 journal articles were 
posted. In the first paper, I analyzed three efforts by major projects that have utilized the rich 
natural environment of rural mountain villages in the Minamata area. From the analysis results, I 
speculation the policies of each local government that are considered necessary for maturing towards
 regional revitalization. In the second paper, I analyzed efforts by the Minamata Eco-Town project. 
From the analysis results, I speculation the policies of Minamata City, which is considered 
necessary for matured towards regional revitalization.

研究分野： 公共政策
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

(1) 水俣病の被害を受けた地域の住民のた
めの研究は、これまで医学、法律学、社会学
など、細分化された分野のなかで、「過去」
を振り返り、特に人的被害や環境被害に焦点
をあてて行われてきた。 
これに対して本研究は、地域社会のひずみ

が引き起こされたことに着目し、地域をより
良くするために、「将来」の自治・まちづく
りの問題として焦点をあてることとした。 
 同地域の中核である水俣市は、過疎化が進
みつつある約 25,000 人のまちである。水俣
市は、これまで水俣病で失われた「環境」を
軸にまちづくりを進めてきたが、地域創生へ
の対応に関しては、将来の消滅可能性も指摘
されたことなどから、地域の 10 年先、20 年
先の姿がどうあるべきか、市民も交えた議論
の場を設けて施策を掘り下げることを望ま
れていた。 

これを踏まえて、本研究は、地域の未来像
を実現させる「未来思考のまちづくり」へと
展開するための研究基盤の構築をめざし、研
究の成果を「地域創生」につなぐこととした。 
本研究における「地域創生」とは、「社会

が縮小する中で、広域的・長期的な視点から
地域にあるものを活かしてめざす地域社会
像を描き、その実現を図ること」である。 
そのため、水俣市等における“まちづくり

の基礎的な力”を 3つの要素から「自治力」
という概念で独自に捉え、本研究の起点とす
る。この 3つの要素とは、水俣病の発生以降、
①水俣市等における重点的な政策、②それに
関する市民自治の内容、③それらの結果、得
られたまちづくりの地域資産である。 

 
(2) この「自治力」に関連する先行研究とし
て、水俣市における「環境モデル都市」づく
りや市民総参加による取組みの事例分析を
はじめ、地域にあるものを活かした知的活動
である「地元学」が提唱され、実践されてき
た。加えて、水俣病の発生以降、失敗の教訓
を活かした地域づくりへの取組みも行われ
ている。 
しかしながら、水俣病と関連づけたものが

多く、将来の自治・まちづくりの問題として、
地域創生の視点から水俣市等における“まち
づくりの基礎的な力”を総合的に捉えて、そ
れを向上させたり、活用したりすることには
あまり注意が向けられていない。 
 

(3) 筆者は、これらの点に関する予備的な研
究として、2014年に自治体学会全国大会にお
いて、「環境首都水俣におけるガバナンスの
あり方」と題した研究発表を行っていた。こ
の発表では、水俣病で壊れた人間関係や地域
社会のひずみへの対応策として、1992年から
水俣市が環境政策を特に重視していること
について、市民自治のしくみと関連づけて報
告していた。 
 

２．研究の目的 

(1) 上記の背景及び予備的な研究をもとに、
本研究は、みなまた地域（水俣市よりも広い
地域単位）の地域創生に貢献するため、水俣
市等における“まちづくりの基礎的な力”を
「自治力」という概念で独自に捉える。さら
に、この「自治力」を向上させる手法や、自
治体間の連携協力、及びまちづくりの地域資
産を「公共的な利益」として法的に位置づけ
ることについて考察する。こうして、地域の
未来像を実現させる「未来思考のまちづく
り」へと展開するための研究基盤の構築を目
的とする。 
 
(2) 具体的な研究目的は、次のとおりである。
第 1に、水俣市等における“まちづくりの基
礎的な力”を「自治力」という概念で独自に
捉えるために、水俣病の発生以降の 3つの要
素（①水俣市等における重点的な政策、②そ
れに関する市民自治の内容、③それらの結果、
得られたまちづくりの地域資産）について、
総合計画や条例の分析、あるいは類似都市と
の比較検討等を行い、概括的に捉え得るとこ
ろまで明らかにする。 
第 2に、自治体間の連携協力により、みな

また地域の生活機能を広域的に確保する観
点から、政策面での連携や公共施設の共同化、
あるいは災害時の対応策等を、総合計画や条
例に反映させ得るレベルまで明らかにする。 
第 3に、得られたまちづくりの地域資産の

利活用を図るため、代表的な地域資産を、法
令や条例に基づく「公共的な利益」として法
的に位置づけるための方策を個別に見出す
ところまで明らかにする。 
この「公共的な利益」を有すると考えられ

るものとして、水俣市元気村づくり条例に基
づいて指定された「村丸ごと生活博物館」（2
条 4項）の 4地区がある。 
 
(3) このように本研究の特色は、第 1に、ま
ちづくりの基礎的な力を「自治力」として独
自に把握すること、第 2に、負の遺産とされ
がちな「水俣病」のプラスの面に光をあて、
地域にあるものを「まちづくりの地域資産」
として自治体ごとに把握し、さらに地区レベ
ルの「公共的な利益」として法的に位置づけ
ようとする点にある。 
 
３．研究の方法 

(1) 水俣市等における“まちづくりの基礎的
な力”を「自治力」という概念で独自に捉え
るために、水俣病の発生以降の 3つの要素（①
水俣市等における重点的な政策、②それに関
する市民自治の内容、③それらの結果、得ら
れたまちづくりの地域資産）について、文献
調査や現地調査等を実施する。主な項目は、
次のとおりである。 
まず、水俣市において 1992 年以降に全庁

的に取組まれた環境政策の経緯と、それに伴
う市民自治の内容の関連性を検証し、住民の



立場からみた問題点とその改善策を明らか
にする。 
次に、水俣市に隣接する自治体ごとに、重

点的に取組まれた政策の内容と、それに伴う
市民自治の内容の関連性を検証し、住民の立
場からみた問題点とその改善策を明らかに
する。 
 
(2) 水俣市等の自治体間の連携協力により
みなまた地域の生活機能を確保することを、
個別の施策を対象として考察する。 
 
(3) 得られたまちづくりの地域資産の利活
用を図るため、各自治体の主要プロジェクト
により形成された代表的な地域資産を、法令
や条例に基づく「公共的な利益」として位置
づけることを考察する。 
 
４．研究成果 
(1) みなまた地域（水俣市よりも広い地域単
位）の地域創生に貢献するために、地域の未
来像を実現させる「未来思考のまちづくり」
へと展開するための研究基盤の構築をめざ
して、文献調査及び現地調査等を実施した結
果、学会発表 3件及び論文 2報が掲載された。 
 
(2) 第 1 に、論文「地域創生に向けて農山漁
村の自然環境を活かす自治体政策の役割―
水俣地域における未来思考のまちづくりの
視点から─」は、みなまた地域の農山漁村の
豊かな自然環境が活かされてきた「各自治体
の枢要な主要プロジェクト」による取組みを、
地域創生に向けて成熟させていくために必
要と考えられる各自治体の政策について考
察した。 
分析の枠組は、3 つのプロジェクト（水俣

市の「元気村づくり」、水俣市に隣接する津
奈木町の「緑と彫刻のある町づくり」及び「住
民参画型アートプロジェクト」）における自
治体（水俣市、津奈木町）の政策過程を、地
域の未来像を実現させる「未来思考のまちづ
くり」の視点から 4段階（ビジョン、ゴール、
目標、行動・情報発信）に切り分け、それぞ
れに調査項目を設定して事実を把握し、その
要因や背景を考察した。 
その結果、水俣市の「元気村づくり」にお

いては、1990年から「人と人」の関係をつな
ぎ直す事業が開始され、併せて「環境」にか
かわる取組みが展開されてきたまちの経緯
を踏まえて、地域にあるものを「環境」の視
点から活かすビジョンの主眼に着目され、ゴ
ールと目標が適切に設定されていた。ビジョ
ンの主眼と目標は同市の総合計画に示され
て概ね達成され、ゴールと行動内容は、「水
俣市元気村づくり条例」（2001 年施行）に具
体的に定められて実行されていた。一方、元
気な村（集落）で活動する「生活学芸員」及
び「生活職人」（いずれも市長の認定を受け
た集落内の居住者）の高齢化に伴い、集落へ
の来訪者の受入れが難しくなっているため、

市が、生活学芸員及び生活職人の確保や育成
のための関与を強化することが喫緊の課題
として見出された。情報発信については、集
落の外の人々をより一層引きつけて交流の
増加につながるように、地域創生に向けて今
一つ工夫を要する余地がみられた。 
次に、津奈木町の「緑と彫刻のある町づく

り」においては、水俣病の発生により暗いイ
メージが先行する中で、1984 年から、地域に
あるものを「文化」の視点から活かすビジョ
ンの主眼に着目され、ゴールと目標が適切に
設定されていた。ビジョンの主眼、ゴール及
び目標は同町の振興計画に示されて概ね達
成され、行動は着実に行われていた。情報発
信については、文化のまちとして町外の人々
をより一層引きつけて交流の増加につなが
るように、地域創生に向けて今一つ工夫を要
する余地がみられた。 
そして、津奈木町の「住民参画型アートプ

ロジェクト」においては、地域にあるものを
「アート」の視点から活かすビジョンの主眼
に着目され、2013 年度から 3年計画で「赤崎
水曜日郵便局」によるゴールが適切に設定さ
れていたが、目標については工夫する余地が
みられた。行動は着実に行われ、住民と共に
情報発信等を行うことを通じて、地域や人の
潜在的な力が引き出され、全国的に人々を魅
了する新たな価値の創出に結びついていた。
赤崎水曜日郵便局は、2016年に終了している
が、隣接地において後続の取組みが予定され
ていることから、これらの取組みの先に何を
求めるのか、地域創生に向けて中長期的な視
点から相乗効果を得られるようなゴールの
設定が望まれた。 
本論文において設定した問題への解答に

ついては、まず、上記の課題の解消策や工夫
の手法及び新たなゴールを見出して、それら
の改善を図ることにより、各プロジェクトの
基軸を強化することである。さらに、各プロ
ジェクトを地域全体の取組みの視点から拡
充を図ることにより、地域全体として魅力の
向上や相乗効果の創出に結びつけることで
ある。 
こうして本論文は、関連する先行研究に新

たな分析の視点を示すとともに、地域創生に
向けてみなまた地域における自治体（水俣市、
津奈木町）の政策に必要な役割を若干なりと
も示すことができたと考えられる。 
 
(3) 第 2 に、論文「地域創生に向けて水俣エ
コタウンを活かす自治体政策の役割―未来
思考のまちづくりの視点から─」は、みなま
た地域をはじめ、南九州地域を視野に入れた、
水俣市及び熊本県の「水俣エコタウン」によ
る取組みを、地域創生に向けて成熟させてい
くために必要と考えられる自治体の政策に
ついて考察した。 
 この「エコタウン（環境と調和したまちづ
くり）」事業は、ごみ処理の政策理念が、ご
みの焼却や埋立等の「処理型」からリサイク



ル等の「循環型」に転換され、各種のリサイ
クル法等の整備が進められる中で、1997 年に、
国（現在の環境省と経済産業省）の承認を受
けて自治体が実施する事業として創設され
たものである。 
 水俣エコタウンは、2001年に、水俣市及び
熊本県が連名で国の承認を受けている。 
分析の枠組は、水俣エコタウン事業におけ

る自治体（主に水俣市）の政策過程を、地域
の未来像を実現させる「未来思考のまちづく
り」の視点から 4 段階（ビジョン、ゴール、
目標、行動・対応）に切分け、それぞれに調
査項目を設定して事実を把握し、その要因や
背景を考察した。 
その結果、水俣エコタウンは、1992年以降

に全庁的に取組まれた環境政策をさらに展
開するうえで水俣市の意欲は非常に高く、ビ
ジョンの策定段階においては、市民総参加型
で関係者の意見を十分取込んだ実施可能性
の高い計画が策定されていた。 
ゴールの設定段階においては、1992年以降

に全庁的に取組まれた環境政策による「環境
資源の蓄積」を活かして、独創性・先駆性に
富んだ“資源循環型まちづくり”の内発的な
促進を図るために、「総参加型」「地域密着型」
「中小都市のモデル」の 3点が基本方針とさ
れていた。 
施設整備の目標設定の段階においては、水

俣エコタウンは、リサイクル・リユース等を
行う“市民生活の支援工房”として捉えられ、
身近なリサイクル・リユース施設の操業が目
標とされていた（3 期で計 12 施設）。一方、
各施設の操業に伴って大型車両が頻繁に出
入りすることになるが、水俣エコタウンの周
辺の生活環境を保つための緑地や広場につ
いては目標とされていなかった。その理由は、
もともと産業団地として整備されていた区
域を核として一部拡張し、総称してエコタウ
ンとして拡充したことによると考えられる。
また、間接的には明治 41 年から工業都市と
して形成され、企業城下町として発展してき
たまちの経緯が影響していると考えられる。
現在、水俣エコタウンは、水俣市の中心部に
位置しており、最寄りの保育園まで約 100m、
中学校まで約 170m と近接していることから
も、周辺の人や生活環境に配慮して、より一
層「環境と調和したまちづくり」になるよう
に、地域創生に向けて今一つ工夫を要する余
地がみられた。 
また、施設整備のための行動や対応の段階

においては、外部の人を積極的に受入れると
ともに、周辺住民には情報開示を行うなど、
細やかな対応がなされていた。 
本論文において設定した問題への解答に

ついては、まず、施設整備の目標設定につい
て、周辺の生活環境を保つために工夫の手法
を見出して、その改善を図ることにより、水
俣エコタウンの基軸を強化することである。
また、今後も人口の減少が続き、若者が出て
いくことなどを考慮すると、幼少期からの

「環境」への取組みを通じて地元に住みたく
なるような生活環境づくりを試みることが
一案となり、こうしたことを水俣市が支援す
ることが一つの役割として考えられる。さら
に、水俣エコタウンをみなまた地域はもとよ
り、九州全体の取組みの視点からも拡充を図
ることにより、より広域的な視点から魅力の
向上や相乗効果の創出に結びつけることが
水俣市の役割として考えられる。 
こうして本論文は、地域創生に向けてみな

また地域における自治体（主に水俣市）の政
策に必要な役割を若干なりとも示すことが
できたと考えられる。 
 
(4) 研究成果として上記論文 2報は、先行研
究に新たな分析の視点を示すとともに、地域
創生に向けてみなまた地域における自治体
（水俣市、津奈木町）の政策に必要な役割を
若干なりとも示している。 
さらに、水俣市及び津奈木町の企画・事業

部門にとって、今後の施策・事業・予算等に
反映させる際に有用な論点を提供すること
ができたと考えられる。 
 
(5) 第 3 に、学会発表「九州内のエコタウン
（環境と調和したまちづくり）承認 3地域に
おける成否の要因分析─地域創生への活用
の視点から─」は、九州内の企業城下町で公
害を経験した後に、エコタウン(環境と調和
したまちづくり)事業の承認を受けて独自の
まちづくり計画を進めた 3地域（北九州・大
牟田・水俣）について、それぞれの計画の成
否の要因及び地域創生に活かす視点につい
て報告した。 
 本報告では、まず、3 地域（北九州・大牟
田・水俣）のエコタウンの特徴と先行研究に
ついて概要を述べた後、エコタウン事業を実
施した各自治体の政策過程を、「未来思考の
まちづくり」の視点から政策マネジメントに
準拠して 4段階に切り分け、それぞれに調査
項目を設定して把握した重要な事実を示し
た。 
 主な調査項目は、3地域（北九州・大牟田・
水俣）のエコタウン計画において、(1)めざ
す未来像（ビジョン）は、“地域外企業の誘
致、地域内企業の移転や拡張、緑地や公園の
環境配慮”の各項目について、どのように設
定され、その結果はどうか、(2)そのビジョ
ンに到達するための方針や手段は、エコタウ
ン計画の承認とごみゼロ（エコタウンの外に
ごみを出さないこと）について、どのように
設定され、その結果はどうか、(3)その方針
や手段に向けて短期的に得る計測可能なも
の（目標）は、“事業者の立地や集積、事業
化、実証実験の実施”の各項目について、ど
のように設定され、その結果はどうか、(4)
その目標を達成するための課題や対応策と
して、“行政の行動方針、市役所の窓口の一
元化、産学官民の協力行動、情報公開”の各
項目について、どのように取組まれたか。こ



れらの事実を把握し、その背景や要因につい
て考察した結果を示した。 
 これらの考察から、地域創生に向けて、「環
境」の視点から未来思考のまちづくりを考え
る場合の示唆として、(1)ビジョンの段階で
は、緑地や公園については、その土地の歴史
的経緯を踏まえること、(2)方針や手段の段
階では、環境の産業化には市の多面的な支援
が必要なこと、国の承認を受けた後のことを
考えておくこと、小規模なエコタウンではご
みゼロは困難である一方、市民の協力によっ
てリユースも実現可能なこと、(3)目標の段
階では、企業の事業化には地元のニーズへの
対応が必要なこと、(4)課題や対応策の段階
では、“従来型の単なる企業誘致では企業は
立地しないこと、顔の見える小さなまちでは
市民を認めるしくみを活用すること、行政は
支援役に徹すること、情報公開の徹底に努め
ること”が重要であることが導き出された。 
 こうして本発表は、九州内の企業城下町で
公害を経験した 3地域において、各自治体が、
国の承認を受けて同時期にエコタウン（環境
と調和したまちづくり）を進めた政策過程を
比較することにより、地域創生に活かす有用
な視点を示すことができたと考えられる。 
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